
1A07 研究開発ベンチャー と クラスタ一戦略 
一ノク オカベンチャーマーケット fF Ⅴ M ノの 展開を踏まえて 一 

0 坂口 先   

イノベーション・クラスタ 一の中核を担うのは 研究 

開発型ベンチャ 一であ る。 日本がフロントランナ 一に 

ふさわしく新産業を 創造していくために、 技術力・開 

発力のあ るべンチヤ一企業のスタートアップと 成長を 

促していくことが 不可避となってきた。 周知のように、 

研究開発型ベンチヤ 一の育成・支援をめぐる 環境は、 

技術移転機関 (TLO) の設置、 「大学究ベンチャー」 

の政策的推進、 商法改正によるストックオプション 制 

度 拡充など、 マクロ的には 急速な充実をみせており、 

過去の「ベンチャー・ブーム」を 超えて「本格的な 研 

究開発ベンチャ 一の時代の到来」を 予感し期待させる 

状況が生じている。 しかし、 企業の成長マネジメント 

という視点から、 地域における 研究開発ベンチャ 一の 

育成・支援環境をみていくと、 まだまだフレークスルー 

すべき課題が 多い。 そのことを、 市場機能をたくみに 

取り込みつつべンチャ 一企業の育成環境を 福岡方式と 

して展開してきた「フクオカベン テャ一 マーケット」 

の事例をとりあ げ検討することとしたい。 

行政主導・民間参画型で 独自の VB 育成環境 

]999 年Ⅱ 月 、 福岡県はべンチャ 一企業の資金調達 

や販路開拓を 支援するため、 全国・地域のべンチャー 

キャピタルや 証券会社、 商社などを会員 (2002 年 8 月 

段階で ]73 ネつ とする「フクオカベンチャーマーケッ 

ト (FV Ⅵ協会Ⅰを設立、 この 3 年余、 マンスリーマー 

ケット ( 月 ] 回 ) とビッバマーケット ( 年 2 回 ) の開 

催を重ね、 ベンチャ一企業にビジネスフラン 発表と ビ 

， ジネスマッチンバの 機会を提供してきた。 毎月ほぼ 20 

社 ずつがコンスタントに 発表し続け、 2 ㏄ 2 年 6 月まで 

の累積で計 618 社が FVM のプリゼン舞台に 昇り、 成長・ 

飛躍への ア 足がかりを探ってきた。 ベンテャ一企業の 

育成に向けた 活動を、 宮主導型とはいえこれほど 大掛 

かりかつ継続的に 実施してきた 自治体は他になく、 べ 

ン チヤ 一 支援に向けた 多様な経験とネットワークを 蓄 

積してきたことは 大いに評価されてよい。 

その足跡は表 1 のように整理される。 注目すべき特 

徴をあ げると、 

一 ( 九人 ) 

①福岡県内の 企業にとどまらず 九州各県や中国・ 四 

国など広いエリアの 企業に発表の 機会を提供している 

こと、 ②韓国をはじめ 海外企業にも 門戸を開いている 

こと、 ③情報・通信関連を 筆頭に幅広い 業種からの持 

ち込みがあ ること、 ④個人事業を 含めた小規模企業が 

過半数をしめること、 ⑤新規創業のみなら ず 10 年以 

上の業歴の長い 企業も多いこと、 ⑥プリゼン後、 3 分 

の 2 の企業が何らかの 商談を行い、 2 割近くが販路拡 

大や資金調達，業務提携などに っ なげていること。 

しかし、 開始後 3 年近くを経て、 600 社を越す企業 

を FVM から送り出した 段階で、 ベンチヤ一企業とりわ 

け研究開発ベンチャ 一の育成システムを 新たな段階に 

押し上げていく 必要に直面することになった。 その背 

景として一つぼは、 成長マネジメントが 不十分で、 株 

式 公開を視野にいれていたエース 級ベンチャ一企業が 、 

表 l  FVM プリゼン企業 ( 全 6]8 社 ) の特徴 

地域分布 

( 海外から 

業種構成 

ビ
二
 

    
    

  

主な内祝 

①福岡県 (340 社、 55.0%) ②九州・沖 れ 各県 

(l33 、 2l.5) ③牢固・四国 (45 、 7,3) ④ 海五 
(34 、 5.5) ⑤近接 (3l 、 5.0) ⑥関東 

(22, 3.6) ⑦中部 0 、 l.5) ⑧東北 笘 、 0 ． 6) 

の韓国 l7 社②インド 7 社③香港 6 社 

④マレーシア 2 社⑤中国‥ ン ンガポール 各 l 社 

 
 

 
 

 
 

桔
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0% 報 ，通信 (234 社、 37.9%)  ②医療・福祉 

(106.  17.2)  ③ 珪境 ・ 宙 ． r. ネ (103.  ]6.7) 

④ビジネス支援・ 人材 (35 、 5.7@  ⑤バイオ 

04.  2, 3) 

全文規模 

葉歴 

小坂桂介 乗 

が 過半数 

柴 歴の夜 い 

企業が多い 

が 商談 へ 

( 成立内容 販路拡大が ヤ "" 

    ① -5 @ 千万円以下 千万円 (2l8 、 (28l 35.3)  社、 45.5%)  ③個人事業 ② (46 l 、 千万円 7.4) 
④ 5 千万円 @l 億円 (4l 、 6.6) ⑤ l 億円以上 

(32   5.2) 

の l0 年 以上 (l96 社、 3l.7%)  ② ] 年来 溝 

Ⅱ 25 、 20 ． 2)  ③ l 年～ 3 年末 溝 (l20 、 )9.4) 

④ 5 年 -l0 年 未満 (ll4. 18.4) ⑤ 3 年 -5 年 

未済 (69   11.2) 

商談を実施 396 社 (66.6%) 

づ うち商談成立 ]l2 社 (l8.8%) 

①販路拡大 54 件 (48.2%) ②資金 ぬ逢 4l 件 

(36.6%)  ③乗務提ぬ 29 件 (25.9%) 

④ FC 展開 4 件 (3.6%) 

* 枝数 回筈 のため計は ] ㏄ % を 超える 

一 43 一 



図 1  ベンチャー育成段階の 類型化 

( クラスター、 イノベーション 指向、 リスク曲線 ) 
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ベンチャー・クラスタ 一の広がり 

極めてオーソドックスな 軌跡をたどって 経営破綻にい 

たるケースの 続出があ げられる。 また、 地域経済の厚 

みに端を発する 壁につきあ たり、 毎月 20 社登壇とい 

う ぺ ー スの確保が難しくなってきている。 いずれにし 

ても、 量から質への 転回をはかる 形で、 ベンチャー育 

成の枠組み再構築が 求められることとなった。 

オーディション 型からチヤンピョン 育成型へ 

その方向性を 一言で表すと、 宮主導・ 民 参画で起業 

家 活動のすその 拡大を第一義とした「オーディション 

推進段階」 (1) から、 民主導・ 官 支援で強力な 成功 

事例を生み出していく「チヤンピョン 育成段階」 ( Ⅱ ) 

への進化であ る。 こうした事情をべンチヤ 一 育成段階 

として類型化すると 図 ] のようになろう。 「 VM は べン 

チ ヤー・クラスタ 一の広がりのなかで、 イノベーショ 

ン指向を強化する 方向、 すなわち 1 づ Ⅱの発展をにら 

んだステージアツ プ 課題に直面しているのであ る。 

実際、 大学究ベンチヤ 一や スピンオフ・ベン テヤ 一 

など起業経路が 多様化するとともに、 倒産や頓挫の ケ一 

スが 続出する一方で、 バイオや半導体分野など 高い研 

究開発力をべ ー スとしたイノベーション 指向の強いべ 

ンチヤ一企業が 以下のように 現われており、 大きな環 

境変化を暗示させる。 しかし、 イノベイティフな 成長 

指向の高い企業ほど、 高 ハリスクを背負う 展開となら 

ざるをえない。 そうしたハイリスク 企業を成長軌道に 

のせていくための 社会インフラとして、 マーケティン 

グ、 資本政策、 提携戦略など 専門性の高い 経営ノウハ 

ウと優れた人材投入の 重要性が増しているのであ る。 

このような新たな 環境のもとでは、 業務の現場にお 
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いて公平原理に 拠らざるをえない 行政は黒子の 位置へ 

の後退が求められる。 代わって民間主導で 多様なリソー 

スを機敏に結合・ 活用してく新たな 仕組みが必要とさ 

れる。 そこではべンチャ 一の成長マネジメントを 担う 

プロ人材やパートナー 確保が地域レベルで 可能となる 

環境をいかに 整備していくかが 課題として浮上する。 

表 2 は、 FVM を活用しつつ 飛躍の機会を 探っている 

研究開発ベンチャ 一の展開事例を 整理したものであ る。 

A 社は半導体装置サービス・システム LSI 関連企業と 

して大阪で 5 年間操業した 後、 昨年Ⅱ月に福岡のシ 

ステム LSI 設計拠点としてのポテンシャルの 高さ、 人 

材確保やアジア 展開の可能性をにらんで 福岡に本社を 

移転した企業であ る。 プリゼン後、 VC との商談や複 

数の大手企業とのアライアンスを 実現した。 B 社は遺 

伝子改変マウスで 全国的な話題を 集める熊本県のバイ 

オ・ベンチャ 一であ るが 2000 年 8 月のプリゼン 直後 

2 億円近い資金を 調達、 その後も VC 等からの商談が 

相次ぎ、 現在までの調達総額は 20 億円にの ぼ る。 最 

近 では、 福岡にも拠点を 設け、 九州大学とも 癌 診断薬 

の共同開発に 取り組んでいる。 

上の 2 社は半導体関連、 バイオと展開分野は 異なっ 

ているが、 ①明快な商品戦略の 存在、 ②大企業や地元 

企業、 大学との機動的なアライアンス、 ③経営チーム 

へのプコ 人材投入、 ④最初からグローバル 指向、 ⑤行 

政のサポート 活用、 といった点で 共通点が見出せる。 

他方、 FVM で大きな飛躍のきっかけをつむ 企業があ 

る反面で、 めんたい製造廃液を 用い粉末調味料や 機能 

性 物質の製品化をめざす C 社のように、 技術はあ って 

も販路が見出せず、 競争力のあ る商品実現に 至ってい 

ないケースも 存在する。 販路が確保できないため、 本 

格生産に乗り 出せないでいる。 研究開発ベンチャ 一に 

おける成長マネジメントの 重要性を端的に 示している。 



表 2  FVM を活用した研究開発型ベンチャ 一の 例 

事業分野 技術   商品開発 ビジネ、 スモ テ lL 経営チーム 社外祖ほとの 関係 その他 

A 社半導体   システム   群体製造装置のカスタ 子   半音休業 仮 メンテ事業で   社長は技術出身であ りな   福岡は「シリコンシーベル   200l 年Ⅱ月に本社を 大阪か 
Ⅰ Sl   サーバー 開 サービス   エン シニアリン 「日銭」をキープ し   シス 力くら   マネジメント 感覚が ト 構想」もあ り行政の多様な ら 福岡に移転 

発い 995 年 3 月 ダ サービスから   サーバⅠ テム Ⅰ S@ 設計   ファフレス 鋭敏。 人間関係にきを 配 リ 支援が得られる   アジアビジネス 拠点としての 

設立   従業員 l38 PC 基板など多様 開発業務に 頒 大事業拡張 大企業とのアライアンスを   地元大学関係者とも 顧問莫 福岡の発展可能性を 視野 

冬 )   サーバー   Pe 基板は台   大手メーカー 2 社   ベン 次々に実現           共同研究契約を 締結   「 V Ⅱでのプリゼン や悪親 会を 

沌 メーカーを香月 し ファ プ チヤ一企業と 組み   設計 -   社長 (42 歳 ) に直言し   公認会計士など 新規事業の いかし人脈を 形成   アライアン 
レス生 @ 生産の九州立枝アライアン てくれる年記者に 監査役を プロデュース 専門人材は大板 スを 実現 

ス事業を展開 依頼。 から施時来てもらって い     社内にインキュベータを 開 投 

( 福岡には戦略人材が 不足 ) 将来の乗務提携をにらんだ       
ンチャー育成も 実施 

B 社 近 佳子改変マウス   熊本大学医学部と 共同開   ゲノム解析技能チータの   社長は法学部出身   片腕   長期的な視点をもつ 投寅家         良人中に樵人に 出入りするな 
の開発   生産   太発したマウスを 用いては伝供 拾 ( 後方支援 ) に特化。 に学位をもつバイオ 耳門宗 と 租 み   安定株主づくり かそ抗体技術に 若目し   卒業化 

規模特異抗体の 作子機能を解析・ 販売 前線の研究は 投棄会社、 大 と公理会計士補を 監査法人   産学官連携へのこだわり ・大学からの 技術移転の仲介 会 

製 (200 年 4 月 投   福岡にも拠点を 開設し   学などに任せる からスカウト   メインバンクは 政府系 社も設立 

立 、 従 穏 6l 名 ) 九 大医学部と共同で 癌 診断 ・国内事業が 黒字化したら ・ CTO は 熊 大枚 技   FV Ⅱプリゼン 免圭   大型商談   2003 年春にも株式公開予定 
キット開発中 米国市場にも 進出予定 が実現   20 億円の寅 % を 甜達 

c 社金品廃液を 原料と   地元 め みたいメーカー か   現在のところ 技術 ( もの     現在は開発業務にほ ほ特   機能性物仮は 県の助成を ぅ   FV Ⅱでのプリゼン 毛簗   同 舞也 
した粉末 絹味料及 らの出向者が 開発サポートはあ るが   大口の取引 先 イヒ けて研究開発中 社からの問い 合わせがあ ったく 

ひ 機能性物俺の 製   新規事業というより 環境 ( 販売   提携 ) がみつから らし   
  対策としての 位宙 づけ     低価格   高品質の「 商   事業パートナー 探索に M する 

(2000 年Ⅱ 月投       」実現にめどがっかなり 公的サポートへの 期待 

      従業員 4 名 ) 状態 

イ べ 一 ション・クラスタ 一の構築 よるクリティカル・マス 実現 ) を推進していく 要とな 

るかからであ る。 

上の A 社、 日 社の ケースは FVNN 参加 618 社のごく 一 ノ イ べ一ション・クラスタ 一の形成によって、 地理 

部 でしかない。 しかしその展開ぶりは、 「クラスター 的 近接を媒介に 多様な知識効果が 創発され、 専門能力 

戦略と連動した 研究開発ベンチャー 育成 策 」が今後ま の水平統合 ( 産学連携 ) がすすむ。 さらに、 失敗を含 

すます重要になってくることを 示唆している。 図 2 は 、 めた地域的学習が 促進される…。 このようなフラット 

地域におけるイノベーション・クラスタ 一の構築イメー フ オーム効果を 創出・活用しながら、 戦略的ベンチヤ 一 

、 ジを 示したものであ る。 プロデュース・システムをいかに 構築していくかが、 

イノベーション・クラスタ 一について、 OECD は「独 今日、 クラスタ一間競争の 新たな局面として 問われて 

立 性の強い企業、 知識生産機関、 仲介組織、 そして 顧 いるのであ る。 

客 が付加価値連鎖のなかで 相互にリンクされている 状 

態 Ⅰと定義し、 知識経済時代の 新たな集積論として 捉 

えている。 工業経済・工場生産が 主流であ った時代の 戦略的ベンチャー・プロデュース・システム 

集積論が 、 主として製品間・ 工程間の技術的リンケー 

ジ ( 製品価値連鎖 ) を念頭に理論構築されていたのに ノ イ べ 一 ション・クラスタ 一の構築課題を、 「 VM の 

対し、 イノベーション・クラスター 論では、 基礎的研 今後の展開方向として 置き替えると、 これまでのオー 

究 レベルから商業化にいたるまでの 知識価値連鎖とし ディション型ベンチャー 育成事業によって 一気に拡大 

て 提起されているのであ る。 された起業家活動のすそ 野の中から、 ベンチャー・チャ 

イ べ一ション・クラスタ 一の成立要件としては、 ン ピョンすなわち " 広大な海域を 泳ぐ大型の回遊魚 " 

①大学・研究機関・ 企業などイノベーションの 源泉 と を 育て上げていく 仕組みを、 「 VM を取り巻く機能とし 

なる組織が立地ていること、 ②多様かつ高レベル な 知 拡大，強化していくことにあ る。 

識 活動によってイノベーションを 持続的に生み 出す 仕 そのための具体的な 方策については 今後の検討と 実 

組み ( イノベーション・システム ) が地域に定着して 践にゆだれるべき 部分が少なくないが、 研究開発ベン 

いることの 2 点が重要であ るが、 これに加え、 イノベー チャ一の特性を 踏まえると、 少なくとも次の 諸点を検 

ション・システムを 回すエンジン 役として研究開発型 討 の 姐 上にのせていくことが 求められるであ ろう。 

ベン テャ 一の存在が決定的な 重要性をもっている。 研 ①成長をプッシュするハン ズ オン支援能力を 地域で 

究 開発型のべンチヤ 一企業が目に 見えるアウトプット 育成・強化していくためのスキーム、 ②スピンオフ、 

創出 ( 開発成果の市場化、 スピード実現 ) を牽引し 、 U ターン、 外国人など事業経験・ 経営ノウハウをもっ 

地域でのべンチヤー・コミュニティ 形成 ( 起業連鎖に 人材の地域覚からの 還流を進めるとともに、 地域内で 

一 45 一 



図 2  イノベーション ，クラスタ一の 構築イメージ 

  
    

: 知識活動の活性化       

地域イノベーションシステム 
(RIS@:@ Regional@ Innovation@ System) 

機能間・セクタ 一間のインタラクションを 軸に 
イノベーションを 持続的に生み 出す仕組み   

    

:  く 近接 ノ 効果     

      情報交換・結合 
    

      知識の り妨 ウション・創党       
      

          く 産学連携 ・複合的な専門能力統合 ノ : 

      く 地域的学習 ノ 
      

      知識の蓄積・ 共有・活用 : 
      

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
イノベーション・クラスター   

(IC : Innovation Cluster) 

企業・研究機関・ 仲介組織等が 付加価値連鎖のなかで 
相互にリンクされている 状態 ( キ空間集積 ) 

のプコ 人材の循環・ 流動を高める 方策、 ③官民をあ げ ては FVH が上の 2 つの三角形の 結節 環 として機能し 、 

た 「ベンチヤ一調達運動」 (Buy 什 omVenturne) によっ グローバル な 独自性をもった FVC ( フクオカベンチャー 

て 「ファースト・カスタマー」意識を 地域で広め、 ス コミュニティ ) として進化していくことが 期待される。 

タートアップ 企業をクラスタ 一内で育成していくため 

の方策、 ④研究開発ベンチャ 一の最終的な 競争舞台は 
全国市場・バローバル 市場であ ることを踏まえ、 当該 図 3  ベンチヤ一成功に 向けた 2 つのトライアンバ /L 

分野のトップ 人材ネットワークを 地域にたぐりよせて 
    hands-on     

くるような高度の 情報結節機能、 ⑤ハン ズ オン支援、 売れる   資金 ファイナンス     
情報結節の担い 手であ る独立型の地域ベンチャー・キャ 専門知識   

販路 

ピタルの設立。   
シリコンバレーや 台湾・新竹などを 引きあ いに出す ビジネス 住吉   ノ ターン アライアンス メンタリング 

モテル チーム 1 ま杖 な リソース % 台 1 コーチング 

までもなく、 今日のイノベーション 活動は、 グローバ 

リゼーションと 相互補完的な 形で、 空間的・地理的に 

分極・特化しながらクラスターとして 展開されている。 

国家としても、 競争力のあ るイノベーション・クラス 

ターを数珠つなぎにする 形で国力を高めていく 戦略が 

にわかに現実味を 帯びてきた。 [ 参考文献 ] 
高度の研究開発力を 有するべンチヤー・チヤン ピョ ポーター、 マイケル (1992 年 ) n 国の競争優位山 

ン を地域で育成し、 大海に押し出していくことが 至上 ダイヤモンド 社 

命題として浮上してきた 所以であ る。 そのためには、 "Boosting@ Innovation@@The@ Cluster@ Approach" 

売れる商品、 ビジネスモデル、 経営チームのトライア 0EC@  ( Ⅰ 999) 

ンダ ルを企業レベルで「ベンチャー・マネジメントⅠ 福田昌義編著 F ベンチャー創造のダイナミックス ョ 

として実現するとともに、 それと共振するような 形で 文 旦堂 
ファイナンス、 アライアンス、 メンタリング / コーチ 

ンヴ の 三 要素を「ベンチャー・プロデュース」の 仕組 む本論作成のもととなった 調査の機会を 与えて下さっ 

みとして統合していくことが 求められる。 福岡におい た 福岡県産業・ 科学技術振興財団に 感謝いたします。 
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